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Summary
　This paper provides a method to estimate the population of each area in a municipality. 
Municipalities, which are most familiar administrators for the residents, will have to play 
more important roles in the decentralized society. The information of the future population 
by each area is an essential for the municipalities to implement more eﬃ  cient planning and 
administration.
１．問題意識と研究目的
　地方分権の実現へ向けて近年のわが国が歩みをすすめるなか，地方自治体，とりわけ住民に
もっとも身近な行政主体である市町村の果たすべき役割は重要性を増しつつある。なかでも都
市は，地域の政治・経済・文化の中心として，より大きな役割を果たすことが期待される。
　しかし，分権型社会の中で求められるこれらの期待に市町村が応えていくことは，簡単なこ
とではない。効率的かつ計画的でありながら，柔軟で大胆な行財政運営を進めていくことが重
要になってくる。そのためには，市町村全域の将来人口や人口動態を把握しているだけでは十
分ではないはずだ。市町村内のより狭い範囲，すなわち町やそれらをいくつかまとめた地区（以
下，両者を区別せず「エリア」と呼ぶ）別
1
の将来人口や人口動態を把握しておく必要がある。
　エリア別の将来人口や人口動態は，「いつ頃までに」「どこに」「どのくらい」「どのような」
行政サービスを提供するかを決定するのに際して欠かすことのできない，もっとも基礎的な情
報である。高齢化や人口減少という今日のわが国が抱える問題を考えれば，そのことの重要性
についてこれ以上言及する必要はないだろう。
　だが，市町村全域の将来人口は国立社会保障・人口問題研究所から推計結果が公表されてい
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るものの，エリア別の将来人口ならびに人口動態となると市町村が独自調査しなければ把握す
ることができない。そこで本稿では，市町村におけるエリア別の将来人口推計の方法，特にそ
れを実施する際に直面する諸問題への対応策（工夫）を提示することを目的とする。
　本稿は，東京都町田市における町別ならびにそれらを合計して算出する地域別，市全域の将
来人口推計（以下，「町田市将来人口推計」と記す）の取り組みをもとにしたものである。しかし，
本稿において示されるエリア別の将来人口推計の方法は，同様の取り組みを始めようとする市
町村にとって有益な情報となり得る一般性を十分に有している。同時に，分権型社会へ移行し
つつある現在のわが国にあっては，客観的データにもとづいて政策立案を進めようとする町田
市の姿勢や，大学・研究室と連携してエリア別の将来人口推計を実施した町田市の取り組みを
広く全国に紹介することにも大きな意義があるといえるだろう。
　本稿の構成は次のとおりである。第2節では，エリア別の将来人口推計の方法としてコーホー
ト要因法およびそれを採用した経緯，推計対象とするエリアについて説明する。第 3 節では，
同方法を用いてエリア別の将来人口推計を行うにあたり直面する諸問題へのソリューションと
して，本研究の対応策を提示する。第4節では，町田市将来人口推計の結果（概略）を示すことで，
そこから得られる情報を明らかにする。そして第 5節では，今後の展望と課題として，エリア
別の将来人口推計の重要性と地方自治体と大学との連携の可能性について述べて締め括ること
とする。
２．エリア別の将来人口推計の方法
　⑴　コーホート要因法の採用
　人口推計は一般に，過去の推計と将来の予測にわけることができるが，既に述べたように，
本研究の目的は将来の予測（以下，「将来人口推計」と記す）にある。将来人口推計の方法には，
使用データや推計期間などによって，数学的方法や社会経済指標の推計値を用いる方法，移動
マトリクス法，世帯年齢分布法などが存在するが，作業効率と実用性のバランスから実際には
コーホート法
2
が用いられることが多い。
　コーホート法にはさらに，コーホート要因法とコーホート変化率法がある。コーホート要因
法では，自然動態（出生と死亡）ならびに社会動態（純移動＝転出－転入）を各コーホートに加算
して将来人口を推計する（図表 1）。一方，コーホート変化率法では，過去の実績から求めた変
化率を各コーホートに加味して将来人口を推計する。
　町田市将来人口推計ではまず何よりも，①町別ならびにそれらを合計した地区別，市全域の
将来人口を推計することが求められた。近年では人口に関するデータの整備がすすみ，町丁目
ごとに 1歳刻みの人口データを入手可能になっているが，その一方で，このような小地域の人
口推計を試みるにあたっては推計結果の安定性が問題となることが知られている。そしてその
点を考慮すると，コーホート要因法ではなく，コーホート変化率法を採用する方が妥当である
といわれている
3
。
　だが同推計ではこれに次いで，②自然動態や社会動態が将来の各時点で，また各コーホート
において与えている影響も分析が可能かつ，③推計にあたって設ける仮定にバリエーションを
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もたせることも可能な推計とすることが求められた。そのため，推計結果の不安定さの問題は
あるものの，より詳細な分析が可能となる推計方法としてコーホート要因法を用いることと
なった。したがって第 3節では，エリア別の将来人口推計にコーホート要因法を適用するにあ
たって直面する諸問題とその対応策を記している。
　なお，基準年は 2010 年 10 月 1 日
4
として以後 30 年間にわたり将来人口を推計したとともに，
推計に必要なデータ（2010 年以前の町田市の町別の性別・年齢別の人口）は『住民基本台帳システ
ムデータ』から町田市の担当者が抽出したものを提供してもらった
5
。
図表 1　コーホート要因法による将来人口推計
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。
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　⑵　エリアの設定
　エリア別の将来人口推計では，どの程度まで狭い地域を対象とするかを決定する必要がある。
　町田市将来人口推計では，①可能であれば各町について状況を把握したい一方で，後述する
ように②町は人口が小さすぎるため，住民の偶発的な転入・転出の影響を受けすぎることがあ
る，③行政サービスによっては町よりも広い地区について観察することに価値があるなどの理
由から，町田市の 44 町それぞれについて推計を行いつつ
6
，それらを束ねた堺，忠生，町田，鶴川，
南の 5 地区の，もちろんすべてを合計した町田市全域の将来人口を提示することとなった（図
表 2）。
図表 2　町田市の 44 町と 5地区
地区名 町　名（44 町）
堺地区 小山ヶ丘 小山町 相原町
忠生地区 下小山田町 根岸町 山崎町 小山田桜台
上小山田町 常磐町 図師町 忠生
木曽西 木曽町 木曽東 矢部町
町田地区 旭町 玉川学園 原町田 森野
中町 南大谷 本町田
鶴川地区 金井 広袴 三輪町 三輪緑山
小野路町 真光寺 大蔵町 鶴川
野津田町 薬師台 能ヶ谷町
南地区 つくし野 金森 高ヶ坂 小川
成瀬 成瀬が丘 成瀬台 鶴間
東玉川学園 南つくし野 南成瀬
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。
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３．諸問題へのソリューション
　実際に，エリア別の人口推計にコーホート要因法を適用しようとすると，解決しなければな
らないさまざまな問題に直面する。ここでは，エリア別の将来人口推計に同方法を用いる際に
発生する諸問題と本研究のとった対応策を紹介しよう。
　⑴　年齢別・出生性比別の出生率
　将来人口推計では，町田市女性の年齢別・出生性比別の出生率を用意する必要があるが，統
計資料より直接これを入手することはできなかった。そこで，以下のような方法で町田市女性
の年齢別・出生性比別の出生率を算出した（図表 3）。
図表 3　町田市の出生性比別・年齢別出生率
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。
注：縦軸は出生率。
　まず，①『人口統計資料集』（2010 年度）より，全国女性の年齢別（15 ～ 49 歳）の出生率（2008
年度）と女児出生率（2008 年度）を抽出し，これらの比を使って男児出生率を割り出した。次に，
②『人口統計資料集』（2010 年度）より入手できる全国の出生率 1.367（2008 年度）と，『人口動
態統計』（2010 年度）より入手できる町田市の出生率 1.190（2009 年度）の比を使って，町田市
女性の年齢別・出生性比別の出生率を作成した。
　なお，推計期間にわたって，また町田市全域において，この出生率は一定であるという仮定
のもとで推計を行った
7
。
　⑵　性別・年齢別の生残率
　将来人口推計では，町田市の性別・年齢別の生残率も用意する必要があるが，やはり統計資
0.06
0.05
0.04
0.03
0.02
0.01
0.00
15
歳
20
歳
25
歳
30
歳
35
歳
40
歳
45
歳
男児出生率
女児出生率
－ 46 －
産業研究 第50巻第1号（2014）
料より直接これを入手することはできなかった。これについては，東京都（町田市を含む）と
町田市で性別・年齢別の生残率に大きな違いはないと考え，『東京都生命表』より抽出した東
京都の性別・年齢別生残率（2005 年）を用いた（図表 4）。ここで，101 歳以上の生残率が線形
になっているのは，男性・女性ともに，110 歳のときの生残率がゼロとなるように線形補完し
たためである。
　なお，推計期間にわたって，また町田市全域において，この生残率も一定であるという仮定
のもとで推計を行った
7
。
図表 4　町田市（東京都）の性別・年齢別生残率
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。
注：縦軸は生残率。
　⑶　各エリアの性別・年齢別の転入率と転出率
　出生率と生残率については，町田市全域で大きな違いがないことを前提として推計したが，
町田市内の転入率と転出率はエリアによって大きく異なっていると考えられる。また人口の社
会動態は，少子化に直面し人口の自然動態による人口増加に期待できない市町村にとって重要
な情報でもある。そこで，エリア別の性別・年齢別の転入率と転出率は以下のように作成した。
ここでは，町田市森野（男性）の例を用いて説明しよう（図表 5）。
　まず，①町別ならびに性別に，過去 5 年間（2006 ～ 2010 年）
8
における年齢別の転入率と転出
率の散布図（縦軸に転入率あるいは転出率，横軸に年齢）を描いた。次に，②あらかじめ調査して
おいた各町の特徴等の情報を参考にしながら，描いた散布図をよく観察して転入率あるいは転
出率と年齢のあいだにみられる傾向を探しだした。たとえば森野の場合，I：0 ～ 18 歳，Ⅱ：
19 ～ 22 歳，Ⅲ：23 ～ 45 歳，Ⅳ：46 歳～の 4 つのカテゴリーに分類できると判断した。その
上で，③上記の I ～Ⅳの 4 つのカテゴリーの近似曲線を推定（被説明変数に転入率あるいは転出
率，説明変数に年齢）して
9
，年齢別の転入率および転出率の理論値を算出した。最後に，④さら
に精査して，各町における転入者と転出者の特別な動向について検討し調整した
9
。
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　ここで，このような対応策をとったのには次のような理由がある。
　誰もが予想できるように，このような極めて小さい地域のデータを扱おうとすると，ある住
民の選択行動よって一部の年齢のデータが大きく影響を受けてしまうことがある。このような
とき，5 歳ごとの平均値をとるなどしてその影響をやわらげるのが一般的な対応策であろう。
もちろん，本研究でもこのような方法は試みたのだが，さまざまな切り口から推計結果を分析
するに足りるほど上述の影響を十分に吸収できていないと判断した。
　たしかに本研究が採用した方法は，推計に求められる客観性を失わせてしまっている可能性
がある。だがその一方で，各エリアの転入と転出の状況を確認・検証したという意味において
は，より深い理解につながったというメリットもあるはずである。本研究が単なる計算ではな
く，町田市の政策の企画・立案に生かすためのものであるとすれば，このような副次的な検証
がなされたことの意義は決して小さくないのではないだろうか。
図表 5　転入率と転出率（町田市森野・男性）
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。注：縦軸は転入率あるいは転出率。
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　各町について性別・年齢別データを用いて推計しているので，整理の仕方次第でさまざまな
情報を入手することが可能である。ここでは例として，⒜将来人口ならびに社会動態，自然動
態がわかるグラフ，⒝性別の将来人口がわかるグラフ，⒞年齢区分別の将来人口がわかるグラ
フ，⒟2010 年と 2040 年を比較した人口ピラミッドを示している。
４．将来人口推計の結果
　町田市における町別ならびにそれらの合計値としての地区別，市全域の将来人口推計の結果
は以下のとおりであった。
　⑴　エリア別の将来人口と人口動態
　まず，エリア別の将来人口推計の結果からみていこう。紙面の都合上，ここでも町田市森野
の将来人口推計の結果を掲載する（図表 6）。
図表 6　エリア別の将来人口推計の結果（町田市森野）
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。
注：⒜～⒞の縦軸の単位は人。⒟の縦軸は年齢，横軸の単位は人。2010 年は実績値，2011 ～ 2040 年は予測値。
⒜将来人口（＝社会動態＋自然動態）
⒞年齢区分別の将来人口
⒝性別の将来人口
⒟人口ピラミッド
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　1998 年に 36.6 万人であった町田市全域の人口は，基準年である 2010 年に 42.4 万人，2020
年に 43.1 万人，2040 年に 43.9 万人へと増加する。これは，自然動態による人口減少を社会
動態による人口増加が上回るためである。
　だが，2010 年と 2040 年の人口ピラミッドを比較すると，やはり町田市全域でも高齢化の波
は避けられないことがみてとれる。
　2010 年に 1.30 万人だった森野の人口は，2040 年に 1.17 万人になると予想されている。こ
れは，自然動態による人口減少の影響が大きいが，社会動態による人口増加がこれを上回るこ
とがないためである。
　年齢区分別でみると，0～ 18 歳，19 ～ 25 歳，26 ～ 35 歳の人口はほぼ同水準で推移するが，
36 ～ 50 歳の人口は大きく減少することが示されている。一方，51 ～ 60 歳，61 ～ 70 歳の人
口は増加し，71 ～ 80 歳，81 歳～の人口は横ばいであることもわかる。全体としてみれば，若
年人口や生産年齢人口のウェイトが縮小するのに対し，老齢人口のウェイトが増加していくこ
とになる。
　そして，このような人口構成の変化は，人口ピラミッドにも如実に現れているといえるだろ
う。
　⑵　町田市全域の将来人口と人口動態
　次に，町田市全域の将来人口推計の結果について確認しよう。ここでは，先ほどの⒜と⒟の
グラフのみ示すこととする（図表 7）。
出所：黒川和美研究室（2011）をもとに筆者作成。
注：⒜～⒞の縦軸の単位は人。⒟の縦軸は年齢，横軸の単位は人。2010 年は実績値，2011 ～ 2040 年は予測値。
図表 7　町田市全域のこれまでと将来の人口
⒜将来人口（＝社会動態＋自然動態） ⒟人口ピラミッド
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５．今後の展望と課題
　市町村全域だけではなく，町別やそれらをいくつか束ねた地区別に将来人口や人口動態を把
握しておくことは本来，行政を計画的に進めるうえでもっとも基本的かつ重要な仕事であるは
ずだ。高齢化や人口減少といったわが国の今日的・将来的，問題に対応するためにも，このよ
うな調査が必要不可欠であることは間違いない。さらに，分権型社会でこれまで以上に大きな
役割を果たすことが期待されるなか，市町村は政策の企画・立案能力をいっそう高めることを
求められてもいる。このような点を踏まえると，本稿には大きく 2つの貢献があるといえよう。
　ひとつは，市町村におけるエリア別の将来人口推計の方法，特に実施にあたって直面する各
種の問題に対するソリューションとして本研究の対応策を提示したことにある。提示されてい
るソリューションはいずれも他の市町村においても実施可能な汎用性の高いものである。また，
表計算ソフトにおける計算方法を工夫することによって，仮定を変更したときの再推計も可能
な拡張性の高いものでもあることを付け加えておく
7
。
　もうひとつは，エリア別に将来人口や人口動態を把握しようと試みた，より一般的な述べ方
をするならば，データにもとづいて政策の企画・立案を試みようとしている東京都町田市の姿
勢とそのための取り組みを紹介したことである。実態として，大都市圏から離れれば離れるほ
ど，データにもとづく検証がなされないまま政策が企画・立案，決定されてしまうケースが目
立つ（と，地方行政に関わる機会も増えた筆者は感じている）。よって，こうした姿勢・取り組みを
全国の地方自治体の政治家や行政官に伝えることも，価値ある仕事といえるであろう。
　分権型社会の到来を前に，全国の地方自治体において，客観的な根拠にもとづいた政策の企
画・立案が当然となることを期待したいが，本稿がその一助となれば幸いである。またそのプ
ロセスでは，地方自治体と大学・研究室の連携というものがいっそう重みをもってくるに違い
ない
11
。
（なかむら　ただかつ・本学地域政策学部准教授）
〔注〕
§)　本稿は，東京都町田市からの受託研究（黒川和美研究室 , 2011）をもとにしているが，実
際に将来人口推計を行う際に用いた方法と同市の政策研究に対する取り組みを広く知ってもら
うため，新たに書き下ろしたものである。受託研究の完了を待たずしてご逝去なされた研究責
任者の黒川和美先生（法政大学教授）からはアドバイスを頂いていたとともに，研究協力者で
あった多林秀年氏と小川元無氏（ともに，法政大学大学院政策創造研究科）の貢献には少なく
ないものがあった。また本稿を投稿するにあたって，匿名レフェリーから小地域の人口推計の
方法に関して重要なご指摘を頂いた。ここに記して，これらの方々に感謝の意を表したい。なお，
残された過ちは筆者に帰すべきものであることを付け加えておく。
†)　〒 370-0801　群馬県高崎市上並榎町 1300 ／ E-mail: tadakatu@tcue.ac.jp
 1)　政令指定都市であれば，区もそのひとつになり得ると考えられる。
 2）　コーホートとは共通因子をもった集団のことであり，人口学では同年あるいは同期間に出生
した集団を指す。
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 3)　地域人口推計の方法については，濱・山本（1972）や濱（1980），河邉（1982, 1983），河邉
ほか（1983, 1984），原（1994），小池ほか（2004）などを参考にしてほしい。
 4)　2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生したが，町田市将来人口推計はそれ以前のデータを
使用しているため，震災の影響を受けていない結果が得られている。
 5)　町田市将来人口推計では外国人も対象としているが，本稿の説明からは割愛する。
 6)　町田市将来人口推計は，表計算ソフトのみを使用して推計している。44 町それぞれについて
推計するといっても，ファイルを別々に用意するのではなく，1 つのファイルのなかでまとめ
て推計することが可能である。
 7)　出生率や生残率の仮定を変更した再推計は，表計算ソフトの計算方法を工夫しておくことに
よって容易に可能である。出生率や生残率の数値を入れ替えるだけで自動的に再計算できるよ
うに，関連するセルを数式でつないでおけばよい。
 8)　5 年間のデータを使って転入率と転出率の算出したのは，直近におけるこれらの動向を安定
した傾向として求めるためである。
 9)　実際には，係数ダミーを使って 1本の推定式を。
10)　森野でみられた傾向は，町田市の他のいくつかの町でも共通にみられる傾向である。その他，
特筆すべき例を 2 点あげておく。①町田市とその周辺には大学が数多く立地しているため，18
歳の転入率が特に高い町もある。この場合，大学入学ダミーを作成して推定に用いた。② 1991
年に多摩境駅（京王線）が開設された後，街開きが行われたため，この地区で極端な人口増加
がみられる。この傾向が推計期間にわたって続くとは考えにくいが，客観的な方法で転入率と
転出率を算出することを優先することとした。
11)　地方自治体と大学の連携による政策研究の意義については，中村（2013）を参照して欲しい。
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